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要   旨 
 

 軟弱地盤上の道路盛土の設計は現在，設計要領に定める仕様規定に基づいて行われているが，近い将来，

性能設計への移行が予定されている。性能設計では，従来のような細かい仕様は規定されず，設計･施工

者の裁量が広がる一方，道路盛土が供用開始後の長期間にわたって提示された要求水準を満足することを，

設計段階で保証しなければならない。本論文（その２）では，（その１）で提案した道路盛土の長期的な

性能の照査ツールを用い，ある実道路盛土を対象として様々な軟弱地盤対策工の中から最適工法を抽出す

るケーススタディを試行し，性能設計の具体例を示すことでその将来像を提示する． 
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Synopsis: 

 
 
 

   The current design of road embankment on soft ground obey to the regulated specifications. But the performance -based 
design will be adapted in the near future. The specification of the performance-based design will be more simple than 
current one. However the designer and constructor have to ensure the long term safety of constructions before starting to 
use it. In this paper, authors used elast visco-plastic soil/water coupled FEM (see Ref 24)) in order to conduct case studies 
dealt with some road embankment to select the optimum method considering the performance –based design. Then, we 
could propose one example of how to design construction considering the performance-based design. 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

 

1. はじめに 

（その１）24)に引き続き，軟弱地盤上の道路盛土に対す

る性能設計法について検討を行う．（その１）では，土/
水連成弾粘塑性ＦＥＭを用いて，各現場の地盤条件，境

界条件，施工条件をモデル化することにより，各現場の

長期変形挙動を精度よく予測でき，これにより，道路の

維持補修費が算出できることを示した．その結果，ライ

フサイクルコスト（LCC）を算出することができ，最適
設計を行うツールとしての可能性を示した． 
（その２）では，（その１）で提案した手法を用い，あ

る実道路盛土を対象として，様々な軟弱地盤対策工法の

中から各要求性能を満足し，ライフサイクルコストが最

小となる最適設計を試行することで，性能設計の将来像

の一例を示すものである．  
 ここで検討を行う要求性能は，①走行性および維持管

理の容易性，②環境適合性，③盛土の施工時安定性，④

地震時安定性，⑤経済性（ライフサイクルコスト）であ

る． 

2. 性能設計のケーススタディ 

2.1 ＦＥＭ解析モデルの設定 
ケーススタディとして，北海道縦貫道岩見沢地区にお

ける試験盛土地盤を用いた．本地点では，表層まで軟弱

粘性土層や低強度の泥炭層が連続して存在し，盛土によ

る地盤変形が非常に大きくなる特徴がある．当地区の地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

盤概要を図-1に示す．今回は，この地点の地盤条件，お
よび試験盛土の形状をそのままモデル化し，このモデル

内に工法原理の異なる 10 種類の軟弱地盤対策工法を取
り込んだ解析を行う．そして，それぞれの対策工法に対

して各種要求性能の照査，およびＬＣＣの試算を行い，

最適な対策工法を選択するケーススタディを行う．解析

に用いた基本メッシュ図を図-2に示す．解析手法は（そ
の１）で提案した手法であり，解析に必要なパラメータ

は当該地盤の土質試験結果を基に設定した．試験が実施

されてないものについては塑性指数Ｉｐをもとに推定 2)

した．解析に用いたパラメータを表-1に示す． 
今回検討を行った対策工法は， 4つの工法原理からな

る，10種類の工法である．これらの模式図を図-3に示す． 
 
・盛土系対策工法：①無対策，②緩速施工，③軽量盛

土工法，④押さえ盛土 
・地盤系対策工法：⑤サンドドレーン，⑥深層混合，

⑦浅層混合処理工法 
・鋼材系対策工法：⑧鋼矢板＋タイロッド工法，⑨鋼

管矢板＋タイロッド工法 
・複合系工法  ：⑩深層混合処理＋サンドドレーン 

図-2 岩見沢試験盛土解析モデル 

側面境界条件
・水理境界条件：排水条件、静水圧分布
・変位境界条件：水平方向固定条件

底面境界条件
・水理境界条件：排水条件、静水圧分布
・変位境界条件：鉛直・水平方向固定条件

排水条件（間隙水圧=0固定）

32m

12m

3m
4.8m

200m

20m

側面境界条件
・水理境界条件：排水条件、静水圧分布
・変位境界条件：水平方向固定条件

底面境界条件
・水理境界条件：排水条件、静水圧分布
・変位境界条件：鉛直・水平方向固定条件

排水条件（間隙水圧=0固定）

32m

12m

3m
4.8m

200m

20m

側面境界条件
・水理境界条件：排水条件、静水圧分布
・変位境界条件：水平方向固定条件

底面境界条件
・水理境界条件：排水条件、静水圧分布
・変位境界条件：鉛直・水平方向固定条件

排水条件（間隙水圧=0固定）

32m

12m

3m
4.8m

200m

20m

図-1 岩見沢・江別地区の地盤概要図1） 
(STA) 

図-3 想定した各種対策工法の模式図 
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  盛土の盛立ては，設計指針 3)に従い一律 5cm／日とし，
緩速盛土のみ軟弱泥炭地盤上の緩速盛土の規定値(3cm
／日)を採用した．軽量盛土では盛土の単位体積重量を
7.8(kN/m3)とし，サンドドレーン工法打設地盤や深層混
合処理地盤には（その１）と同様の透水性の向上や地盤

剛性の向上 4),5)を物性条件として付与した．鋼材系の対

策工法では，相当の剛性を有するビーム材とトラス材を

配し，軟弱地盤下の基礎地盤に 3m の根入れを与えて固
定した．概略検討を前提として，鋼材と土との間にジョ

イント要素等を配することは行っていない． 
なお，本試験盛土の実情通りの工程・工法を再現した

解析は別途実施済みであり，実務上十分な精度の解析結

果を得ている 6)． 
 
2.2 走行性および維持管理の容易性の照査 
想定した 10 種類の対策工法別に，供用後の長期残留

沈下量(供用開始50年後まで)を比較した結果を図-4に示
す．無対策の場合，後述するように盛土立ち上がり時の

安定性を確保することができず，計算は盛土築造中に発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
散した．押さえ盛土工法も安全率は 1を下回り，計算上，
破壊領域の広範囲な拡大によりかなり大きな残留沈下が

計算されている．その他の対策工法の序列は図中に示す

とおりである．緩速工法や軽量盛土などの盛土系対策工

法，あるいは鋼材系や浅層混合処理工法では，残留沈下

量は押さえ盛土工法に比べてほぼ半減するものの，サン

ドドレーン工法や深層混合処理工法のように軟弱地盤全

体の物性を変える地盤系対策工法ほど大きく低減させる

ことは難しいことが伺える． 
 図-5は，維持管理の容易性を検討するために，年間沈
下速度の推移を各工法別に比較して示したものである．

例えば年間の沈下量が 100mm を越えると，段差や縦断
勾配のオーバーレーがあまりに頻繁となり，維持管理上

の問題が生ずる．緩速施工や鋼材系の工法，あるいは浅

層混合処理工法等では，供用開始後数年間の残留沈下速

度が大となり，維持管理の容易性を阻害する可能性があ

る．軟弱地盤全体の物性を改良する地盤系の対策工法は，

早期に残留沈下速度を低減でき，維持管理の容易性の観

点からも有利といえる． 
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図-4 各種対策工法の盛土残留沈下量の比較結果 

表-1 解析に用いたパラメータ一覧 
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図-5 各種対策工法の供用後年間沈下速度の比較結果 
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2.3 環境適合性の照査 
  環境適合性の照査事例として，敷地境界位置(法尻より
7m 離れと仮定)での連込み沈下量(既存構造物を意識し，
供用後の増分量ではなく，盛立て開始からの絶対値を採

用)を各工法別に比較した結果が図-6である．盛土中央の
残留沈下量と異なり，鋼材系の工法では地盤の側方流動

に対する抵抗性が発揮されるため，周辺地盤の変状が小

さく押さえられ，サンドドレーン工法や深層混合処理工

法などの地盤系対策工法と同程度の値をとっていること

が特徴的である．逆に浅層混合処理工法は，表層の固化

版に盛土荷重が一様に分散され，連込み沈下量がむしろ

大となる結果を示している．対策工法と照査項目の組合

わせによっては，このように対策の実施が逆効果となる

場合もあり得る．苗が水没し，客土等の対処が必要とな

る沈下量の目安 3)として，図中に 60mmのラインを併記
した．いづれの対策工法もこの値を上回る残留沈下量が

算定されており，値に大小の違いはあるにせよ，長期的

には田畑補修工事が必要となることを示している．図-7
は，盛土周辺地盤の地表面傾斜角(盛土法尻から 5m離れ
地点より以遠，50m間の平均傾斜角)を求めた結果である．
図中には，指針 7),8)による傾斜角の基準値を併記した．

無対策の場合，この基準値を大きく上回る周辺地盤の傾

斜が発生するのに対し，対策を施すことで概ね基準値以

内に収まることが見て取れる． 
 

2.4 盛土の施工時安定性の照査 
  （その１）で提案した評価手法を用いて，盛土立ち上
がり時のすべり安全率を調べた結果を図-8に示す．無対
策および押さえ盛土の 2ケースで盛土立上がり安全率が
1 を切り，緩速施工，浅層混合処理工法も十分な安定性
を有するとはいえない．柴田・関口 9)は 既往の盛土崩壊
事例から盛土崩壊が発生する安全率のしきい値として

1.1 を挙げている(進行性破壊も念頭においた実状安全率
と考えられる)．これに従えば，無対策，押さえ盛土，緩
速盛土，浅層混合処理の 4工法は，今回の盛土速度では
施工時安定性の観点から不採用となる．鋼材系の工法は，

地盤の側方流動を抑止するため，すべり線上の起動せん

断力(すべりを励起する方向のせん断力)が大きく減少し，
安全率はかなり高いものとなっている． 
 浅層混合処理工法と鋼矢板工法の２工法については，

基礎地盤の安定性の他に，対策工自体の構造的な安定性

の問題が発生する．図-9は，浅層混合処理工法施工時の
盛土立上がり時の地盤変状をメッシュ変位図により表し

たものである．浅層混合処理版(本計算では厚み 2.7mを
仮定)は軟弱基礎地盤の変形に追随して変形せざるを得
ないため，固化版全体に渡って改良体の引張り強度を大

きく上回る引張り応力が発生する結果となった．このた

め，安全率の算出に際しては，固化版部分を計算対象領

域から除外し，代わりに高張力ジオテキスタイルを引張

り抵抗材として考慮した．算定された安全率には，この

ジオテキスタイルの引張り抵抗も加味したが，それでも 
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図-9 浅層混合処理版の変形と発生応力 
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安全率の値は十分とはいえず，この場合ジオテキスタイ

ルの破断が生ずる可能性もある．浅層混合処理工法によ

る対処は，特に地盤変形が大となる超軟弱地盤の場合に

は構造的に成立しない可能性があるものと思われる． 
鋼矢板工法も同様に，地盤の側方流動に追随して鋼矢

板が変形し，過大な応力が発生する結果となった．図-10
に，盛土立ち上がり時の矢板の曲げモーメントとタイロ

ッド張力を示す．鋼矢板，タイロッドの応力度がともに

部材の降伏応力値を超えており，実際にはこれらの部材

に降伏破壊や破断が生ずるため，対策工法として構造的

に成立しない．これは，鋼管矢板工法であれば対処可能

となるが，後述するように，鋼管矢板工法の初期コスト

はかなり大となる． 
図-11 には，深層混合とドレーンの複合工法の場合の
メッシュ変位図と，盛土体の最小主応力コンターを示す．

2 つの改良ゾーンの剛性や圧密度の違いによって，境界
部で不同沈下が発生し，盛土のり面に引張り応力が発生

して段差が生ずる可能性を示している 10)．また,剛性の高
い深層混合処理部に応力が集中し,引っ張り破壊が生ず
る可能性を示唆している. 
このように，想定した対策工法に対して部材の発生応

力や構造的な安定性，盛土体への影響等を照査すること

も必要であり，工法選定に際して留意すべきと思われる． 
 
2.4 盛土の地震時安定性の照査 
現行の設計要領では道路盛土の地震時安定性に関する

規定自体がなされていないが，ここでは，土木学会第二

次提言11)に示されているように，土構造物の耐震性に関

し，ある程度の損傷を許す立場をとって盛土の残留沈下

量の試算方法を具体的に示す． 
地震中の盛土の水平変形は動的応答解析により直接求

める事ができるが，地震後の残留沈下については，盛土

の残留変形量の簡易算定に用いられるニューマークの方

法12)では，基礎地盤を包含したモデルでの地震後残留沈

下量の予測精度が不十分と思われる．そこで本報では，

図-12に示すように地震後の残留沈下を，①地震中の即時
沈下（基礎地盤の剛性低下に伴う沈下）と，②地震時の

繰返しせん断によって新たに発生した過剰間隙水圧の消

散に伴う圧密沈下，および③砂層の液状化に伴う沈下の3
者の足し合わせにより試算した13),14),15)（なお，岩見沢地

区には砂層が存在しないため，③液状化沈下は考慮して

いない）．以下に各沈下成分の算出手法を示す。 
①基礎地盤の剛性低下に伴う即時沈下： 
動的応答解析の結果から基礎地盤の地震中の剛性低下

を求め，基礎地盤に低下前後の地盤剛性値を別個に与え

た２つの盛土自重解析を実施して，その差分量として求

める14),15),16)． 
②地震後圧密沈下： 
地震時に軟弱粘性土層において付加的に発生する過剰

間隙水圧の大きさについては，文献17)より図-13のような
地震時最大せん断ひずみ～過剰間隙水圧比関係を別途作 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
成（図中には兵庫県南部地震の実測値を併記したが，図

中の●印はカオリン粘土に対する実験値であり，実状と

は必ずしも一致しない可能性がある）し，動的応答解析

で得られた各ケースの粘性土層の平均的なせん断ひずみ

量を図中の算式に代入して暫定的に求めた．そして，土/
水連成弾粘塑性FEMの結果を援用し，その消散分に相当
する沈下発生量を別途求める． 
③砂層の液状化沈下に伴う沈下： 
地下水位以下の砂層では，地震時に液状化が発生する

可能性があるため，Tokimatsu and Seed18)の手法を用い

て地震時の砂層の即時沈下量を求める． 
この方法を用いて，各対策工法施工時の地震時残留沈

下の試算を行った．地盤の動的物性については，岩見沢

地区の現地で供用開始19年後（平成14年9月）に行われ
たPS検層結果を用いた．PS検層が行われたのは，①盛土
外部（ここでは盛土直後の無対策地盤，すなわち軟弱地
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図-11 複合工法のメッシュ変位と盛土最小主応力コンタ
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盤内が非排水状態に近いために有効応力がほとんど増加

しない場合に対応するものと想定），②盛土内部（盛土

荷重を受けて供用後20年経過した後の圧密完了後の状
態），③サンドドレーン打設部（基礎地盤の間隙水圧消

散と砂杭の剛性により，②よりもさらに大きなS波速度
を示した．）の３ヶ所である．サンドドレーン打設地盤

では，計算上，供用後2年後には間隙水圧消散は終了して
いるため，この時点で③の地盤物性を有しているものと

考えた．入力地震動は兵庫県南部地震鷹取波を用い，岩

見沢地区の工学的基盤における既往最大加速度値

(340gal)に加速度最大振幅を調整し，底面粘性境界に入
力した．算定方法の詳細は，文献3)を参照されたい．以

上の条件で地震時の残留沈下を算定した結果が図-14で
ある．図中には,地震時の即時沈下量，地震時に発生する
過剰間隙水圧の消散に伴う残留沈下量，これらを足し合

わせた合計値を併記した．いずれのケースも後者が大半

を占め，圧縮性の高いピート層では地震後にかなりの残

留沈下が継続する可能性を示している．図中には，地震

時の即時許容沈下量を300mmと仮定し3)，併記した．図

より各ケースの即時沈下量はこの値を下回り，地震時の

復旧に対しては大きな問題は生じないこと，その後の残

留沈下のほうが問題になることが指摘される．供用2年後
に地震が到来した場合を想定すると，サンドドレーン工

法や深層混合処理工法などの地盤系対策を施しておくこ

とで地震時残留沈下は大きく低減する．浅層混合処理工

法や鋼管矢板工法など軟弱地盤自体を改良しない工法で

は，地震後残留沈下に対しても顕著な対策効果は見られ

ない．無対策であっても過剰間隙水圧が消散する供用開

始後20年では残留沈下量は半減する．地震時沈下が供用
後の経過年数によって大きく変化することが見て取れる．

地盤系対策工法はこれを上回る耐震性を供用後2年で既
に発揮している． 
ここで示した地震時残留沈下の算出方法は， いまだ実
務への適用段階へは至っておらず，研究途上にある．こ

こでは，ひとつの試みとして試算例を示したものである． 
大規模地震時の安定性に関しては，修復を前提とし，

ある程度の損傷を許容する立場から地震時残留沈下の算

定をもって要求性能の照査に代えている．一方,（その
１）で提案した盛土立上り時のすべり安全率の計算手法

は，地震時のすべり安定性評価へも適用することができ

る．例えば，ロックフィルダムの地震時安定性評価 19)

のように別途動的応答解析を実施して地震時の動的応力

成分を計算し，これを土/水連成弾粘塑性 FEM により求
められた各要素の静的応力に足し併せて，地震時安全率

を時系列で求める，といった照査方法も可能となる． 
 
 

図-12 地震時及び地震後の残留沈下試算フロー（案） 
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図-13 粘性土の地震時最大せん断ひずみと過剰

間隙水圧比の関係（松田 24)より作図） 

図-14 各種対策工法の地震後沈下量の比較 
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2.5 経済性の照査と最適工法の絞り込み 
  （その１）に示した計算方法に従い，軟弱地盤上の道
路盛土のライフサイクルコスト(ＬＣＣ)の試算を行った．
各対策工法別に初期建設費(用地費＋盛土築造費＋軟弱
地盤対策費)，維持管理費(段差補修費＋縦断方向補修費
＋田畑補修工事費)を算定 20）し，これらを足し合わせて

トータルコストを試算した結果が図-15 である．無対策
や押え盛土工法など盛土立上がり時安全率が 1を下回る
工法，浅層混合処理や鋼矢板工法など部材の発生応力が

許容値を超過してしまう(構造的に成立しない)工法，深
層混合，軽量盛土，鋼管矢板工法などＬＣＣが極端に高

い工法を除外すると，図より，サンドドレーン工法と緩

速施工工法の 2工法が経済性の面で有利となることが分
かる．ただし，緩速施工は走行性，維持管理の容易性，

盛土の施工時安定性，環境適合性等に問題を残している

ことは既に述べた通りである． 
以上のことから，当地区において道路盛土を行う際に

は，種々の要求水準をいづれも満足し，ＬＣＣが最小と

なるサンドドレーン工法を地盤対策工として採用するこ

とが最適であると判断できる．さらに，絞り込んだサン

ドドレーン工法に対し，最適な仕様，ドレーンピッチの

検討を行った結果を図-16，図-17 に示す．図-16 はドレ
ーンピッチと盛土立上がり安全率の関係を求めた結果で

ある．目標安全率を 1.1 とすると，ドレーンピッチは最
低 5m以内(四角形配置)とする必要がある．図-17は，ド
レーンピッチを変えた場合のＬＣＣの変化を試算した結

果である．ドレーンピッチを狭くすると維持補修費が低

減するが，逆に初期投資は大となり，両者を足し合わせ

たＬＣＣは施工ピッチ 4m 付近で最小となる．図-16 を
見ると，この打設ピッチでは盛土立上り時の安全率は 1.2
程度と，十分な値を確保できている．すなわち，岩見沢

の試験盛土地盤については，ピッチ 4m のサンドドレー
ンが最適工法として選定されることになる．なおドレー

ン工法に関しては，近年，より安価な人工材ドレーン工

法が登場しており，今後はこれら最新の工法をも含めた

最適化が必要と思われる． 
 
2.6 盛土の施工時安定管理への適用 
  最適な軟弱地盤対策工法を選定した後，実施工を実施
する．この際，施工時および供用開始までの放置期間中

の地盤挙動をモニターし，施工時安定性の管理や応力変

形解析の精度確認を行うことが重要と思われる．FEM解
析による事前の予測精度は，必ずしも十分なものとは言

えない．盛土施工中の基礎地盤の応力変形挙動や，盛土

立上がりから供用開始までの放置期間中の残留沈下挙動

に関して解析値と実測値を比較し，適宜解析モデルに修

正を加えて予測精度を高めることが望ましい．各種の弾

塑性パラメータは室内試験結果から客観的に定められる

べきものであるが，基礎地盤の透水性については，室内

での圧密・透水試験による値と現場の値とは必ずしも一

致せず(砂シームの存在や粘性土の不均一性による)，実 図-18 解析結果を利用した安定管理図の一試案 
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図-15 各種対策工法のLCC比較 
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盛土施工時に初めて判明する基礎地盤全体の透水特性
21)を実測沈下速度や間隙水圧挙動から同定し，解析モデ

ルに再度取り込むことが必要と思われる．施工中の盛土

の安定性については，従来，盛土の沈下量と法尻の水平

変位量を用いた安定管理図が用いられてきた．図-18は，
日本道路公団施工管理要領規準集 22)で用いられている

松尾・川村管理図 23)を，3 つの解析結果(無対策＝崩壊，
緩速盛土＝不安定，サンドドレーン＝安定)を用いて作成
した一例を示している．これらの計算結果を用いると，

図中に模式的に示したように危険領域，要注意領域，安

定領域を定量的に定めることができる．松尾・川村管理

図による従来の解釈とは違った解釈になっているが，従

来の安定管理から一歩踏み出した，より客観的，定量的

な盛土安定管理を行うことの可能性を示唆していると思

われる．ＦＥＭ解析を事前に行うことの利点のひとつと

して，解析結果を用いて，このような安定管理図を事前

に作成し，施工中の盛土の安定管理に利用できる点が挙

げられる． 
一方，このような事前解析には，それなりのコストが

必要となる．性能設計では本来，このような事前解析に

要するコストと，これにより回避されるリスクを定量的

に評価し，両者の最適化を図っていくことが重要であり，

今後に残された課題といえる． 
 

3. 結論 

ある軟弱地盤上の道路盛土をモデルとして，工法原理

の異なる 10 種類の軟弱地盤対策工を想定した試解析を
実施し，各種要求性能の照査とＬＣＣの算定を行った．

対策工によっては，構造的な安定性，部材応力の照査，

盛土体への影響検討等を併せて行い，最適工法の絞込み

を試みた．この結果，対象モデル地盤では，ピッチ 4m
のサンドドレーン工法が最適対策工として選定された．

本論文では，土/水連成弾粘塑性 FEMを援用した性能設
計の実施事例を通して，その具体的な将来像を示した． 
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